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JSG ニュースレター 

<Legal> 

経済部が会社法の改正を予告 

株主総会のオンライン開催を全面的に解禁へ 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

デジタル技術の進歩を受けて、株主が Web 会議等の手段を用いて株主総会に参

加し、株主の権利を行使することができるオンライン開催の導入が広がっています。株主

権益の保障を強化し、株主アクティビズム(株主行動主義)を促進するため、経済部は

2021 年 8 月 30 日付で「会社法」の一部改正を予告しました。これにより、すべての

株式非公開発行会社（以下「非公開会社」）および株式公開発行会社（以下「公

開会社」）は、会社定款に規定を明記しなくても、Web会議またはその他の中央主管

機関を通じて公告した方法により株主総会を開催することができるようになります。ただ

し、公開会社については、証券主管機関が定める一定の条件、作業手続および遵守

すべき関連規定に合致してはじめて、これを開催することができます。改正条文について

は、改正前後対照表をご参考ください。 

勤業衆信の見解 

・ 経済部は今般の会社法改正条文の予告期間を 2021 年 9 月 19 日までと

しています。その後、行政手続、立法手続、および立法院での正式通過（中

国語：三讀通過）を経て、総統により公布され、施行されます。 

・ 本改正の施行後、現行のすべての非公開会社および公開会社において一律

適用が可能です。ただし、公開会社については、株主が Web 会議方式で株

主総会に参加し、その株主権益を確実に行使できるよう、金融監督管理委員

会が平行して策定している関連規定にも合致してはじめて、当該方式での株

主総会を開催することができます。 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/tw/Documents/tax/taxnews/tw-taxnews-20210901.pdf
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html
http://www2.deloitte.com/tw/tc.html


・ 現行規定では、非公開会社は、会社法の規定に基づき、会社定款に Web

会議方式による株主総会開催に関する条文を明記することが定められていま

したが、本改正後、次回の株主総会時に当該定款を削除しても、その適用規

定に影響はありません。ただし、当該改正条文は、まだ正式通過していない施

行前の草案段階であるため、定款に Web 会議に係る規定が明記されていな

い非公開会社は、現時点では、Web 会議方式で株主総会を開催することが

できません。また、公開会社は、金融監督管理委員会が別途公告する規定

（例えば、2021 年株主総会は、感染対策のため、Web 会議を補助的に使

用して開催する等）にも従う必要があります。 

 

 
 

 

   

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSGのホームページはこちら 
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日商組新聞稿 

<Legal> 

公司法預告修正 

全面放寬股東會得以視訊方式召開 

 

 

因應數位科技之進步，股東以視訊方式參與股東會並行使股東權將日漸普

及，因此，為強化股東權益之保障與促進股東行動主義，經濟部於 110 年 8 月

30 日預告修正「公司法」部分條文，允許所有非公開發行公司及公開發行公

司無需於公司章程載明，即得以視訊會議或其他經中央主管機關公告之方式

召開股東會，惟公開發行公司仍應符合證劵主管機關訂定之一定條件、作業

程序以及相關應遵循規定時，始得為之。公司法修正草案條文對照表請詳連

結。 

勤業眾信觀點 

・ 經濟部本次公司法修正條文，預告至 110 年 9 月 19 日，之後將循行

政、立法程序，於立法院三讀通過，再經總統公告施行。 

・ 本項公司法修正施行後，現行所有非公開發行公司及公開發行公司均

即得適用，惟公開發行公司仍應遵循並符合金融監督管理委員會同步

研擬之相關配套規定，始得以視訊方式召開股東會，以期確實維護及

保障股東得以視訊方式參與股東會行使其股東權益。 

・ 非公開發行公司原已依公司法規定於公司章程訂明得以視訊方式召開

股東會之條文，於公司法修正施行後，是否於下次股東會時修章刪

除，均無影響其適用規定，惟本次公司法修正條文尚未完成三讀立法

公告施行前，非公開發行公司未於章程訂明視訊會議者，仍不得以視

訊方式召開股東會，至公開發行公司亦僅得依金管會另行公告(例如

110 年股東會因應疫情得以視訊輔助召開)之規定為之。 
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